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  （百万円未満切捨て）

１．平成27年３月期第１四半期の連結業績（平成26年４月１日～平成26年６月30日） 

（１）連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）
 
  売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

27年３月期第１四半期 10,293 6.1 595 36.1 593 26.3 1,503 225.8 

26年３月期第１四半期 9,702 6.7 437 － 470 － 461 － 
 
（注）包括利益 27年３月期第１四半期 1,467 百万円 （179.1％）   26年３月期第１四半期 525 百万円 （－％） 
 

 
１株当たり 

四半期純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり 
四半期純利益 

  円 銭 円 銭 

27年３月期第１四半期 38.44 － 

26年３月期第１四半期 11.80 － 

 

（２）連結財政状態 

  総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産 

  百万円 百万円 ％ 円 銭 

27年３月期第１四半期 37,395 6,334 16.9 161.91 

26年３月期 37,174 7,455 20.1 190.56 
 
（参考）自己資本 27年３月期第１四半期 6,334 百万円   26年３月期 7,455 百万円 

 

２．配当の状況 

  
年間配当金 

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計 
  円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 
26年３月期 － 0.00 － 0.00 0.00 
27年３月期 －         
27年３月期（予想）   0.00 － 0.00 0.00 

 
（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無： 無    

 

３．平成27年３月期の連結業績予想（平成26年４月１日～平成27年３月31日） 

  （％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）
 

  売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 
１株当たり 
当期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭 

第２四半期（累計） 22,000 7.8 1,300 40.4 1,300 43.4 2,040 67.0 52.14 

通期 45,000 6.9 3,000 31.8 3,000 33.5 3,740 46.0 95.60 
 
（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無： 無    

 

 



※  注記事項 

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）： 無    

 

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用： 無    

 

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

①  会計基準等の改正に伴う会計方針の変更        ： 有    
 

②  ①以外の会計方針の変更                      ： 無    
 

③  会計上の見積りの変更                        ： 無    
 

④  修正再表示                                  ： 無    

 

（４）発行済株式数（普通株式） 

①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 27年３月期１Ｑ 39,131,000 株 26年３月期 39,131,000 株 

②  期末自己株式数 27年３月期１Ｑ 9,030 株 26年３月期 8,700 株 

③  期中平均株式数（四半期累計） 27年３月期１Ｑ 39,122,079 株 26年３月期１Ｑ 39,122,867 株 

 
 

※  四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 

 この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続の対象外であり、この四半期決算短信の開示

時点において、金融商品取引法に基づく四半期連結財務諸表のレビュー手続は終了しておりません。 

 

※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

 本資料に記載されている業績予想の見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であ

ると判断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予

想の前提となる仮定等は［添付資料］２ページ「（３）連結業績予想などの将来予測に関する説明」をご覧下さい。 
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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

当第１四半期連結累計期間（平成26年４月１日から平成26年６月30日まで）におきましては、国内の消費税増税

による景気への影響が懸念されたものの、主力の電子デバイスの売上が好調に推移し、前年同期間と比べて売上

高、営業利益とも増加いたしました。 

当社グループでは、平成23年８月から「低成長下においても利益を創出できる強固な経営基盤構築」を方針とし

て抜本的な事業構造改革を実行してまいりましたが、漸くそれ以前の水準まで業績が回復してまいりました。 

また、平成26年５月30日公表の「固定資産譲渡に伴う特別利益の発生及び業績予想の修正に関するお知らせ」に

記載のとおり、当社 川越製作所の土地の一部譲渡に伴う特別利益947百万円を当第１四半期連結累計期間において

計上いたしました。

この結果、当第１四半期連結累計期間における業績は、以下のとおりとなりました。 

売上高 10,293百万円（前年同期間比   6.1％増）

営業利益 595百万円（前年同期間比  36.1％増）

経常利益 593百万円（前年同期間比  26.3％増）

四半期純利益 1,503百万円（前年同期間比 225.8％増）

 

セグメント情報については次のとおりであります。なお、営業損益は各セグメントに配賦していない調整額379

百万円控除前の営業損益であります。

また、当連結会計年度より、製品ラインナップの拡大のため、セグメントの名称を従前の「半導体」から「電子

デバイス」に変更いたしましたが、この変更によるセグメント情報に与える影響はありません。

 

（マイクロ波管・周辺機器）

官公需・電子管では、主要顧客からの受注が低迷し前年同期間と比べ売上が減少、一方、民需・電子管では、電

子管やマリンコンポーネントの売上が増加いたしました。 

この結果、当セグメントの売上高は前年同期間と比べて増加したものの、製造費用の増加等により営業利益は低

調なものとなりました。 

売上高 661百万円（前年同期間比  8.4％増）

営業利益 1百万円（前年同期間比 99.0％減）

（マイクロ波応用製品）

国内顧客向けの地上通信用コンポーネント製品や海外顧客向けのセンサーコンポーネント製品の売上が増加した

ものの、主力の衛星通信用コンポーネント製品は、米国の主要顧客からの受注減少により売上が減少いたしまし

た。 

この結果、当セグメントの売上高、営業利益とも前年同期間と比べて減少し、低調なものとなりました。 

売上高 611百万円（前年同期間比 20.1％減）

営業利益 68百万円（前年同期間比 23.4％減）

（電子デバイス）

オペアンプ・コンパレータの売上が前年同期間をやや下回ったものの、電源用ICやマイクロ波デバイス（GaAs 

IC）、MEMS等の売上が増加し、受託生産販売も好調に推移いたしました。

この結果、売上高、営業利益とも好調に推移いたしました。 

売上高 9,021百万円（前年同期間比  8.3％増）

営業利益 904百万円（前年同期間比 62.1％増）

 

（２）財政状態に関する説明

当第１四半期連結会計期間末（平成26年６月30日）の資産合計は、受取手形及び売掛金、建物及び構築物が減少

しましたが、現金及び預金、商品及び製品、仕掛品の増加などにより前年度末比220百万円増加して37,395百万円

となりました。負債合計は、土地の譲渡に伴う収入などにより短期借入金が減少しましたが、退職給付に関する会

計基準等の適用に伴う退職給付に係る負債の増加などにより前年度末比1,341百万円増加して31,061百万円となり

ました。この結果、純資産合計は、前年度末比1,120百万円減少して6,334百万円となり、自己資本比率は前年度末

比3.2ポイント減少して16.9％となりました。

 

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明 

現時点において、平成27年３月期第２四半期累計期間及び通期業績予想につきましては、平成26年５月30日公表 

の「固定資産譲渡に伴う特別利益の発生及び業績予想の修正に関するお知らせ」の数値から変更ありません。今後

の市況や業績動向等の変化により修正が必要と判断された場合には速やかに開示することといたします。
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２．サマリー情報（注記事項）に関する事項

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動

該当事項はありません。

 

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用

該当事項はありません。

 

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

会計方針の変更 

（退職給付に関する会計基準等の適用） 

 当第１四半期連結会計期間より、「退職給付に関する会計基準（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以

下、「退職給付会計基準」という。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25

号 平成24年５月17日。以下、「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適

用指針第67項本文に掲げられた定めについて適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付見

込額の期間帰属方法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更するとともに、割引率の算定方法を変更しておりま

す。

 退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な扱いに従って、当第１四半期

連結会計期間の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加減して

おります。

 この結果、当第１四半期連結会計期間の期首の退職給付に係る資産が808百万円減少、退職給付に係る負債が

1,768百万円増加し、利益剰余金が2,588百万円減少しております。また、従来の方法によった場合と比較して、当

第１四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益は、それぞれ14百万円減少しており

ます。
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３．四半期連結財務諸表

（１）四半期連結貸借対照表

    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(平成26年３月31日) 
当第１四半期連結会計期間 

(平成26年６月30日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 609 841 

受取手形及び売掛金 11,214 10,898 

商品及び製品 3,511 3,839 

仕掛品 6,014 6,436 

原材料及び貯蔵品 2,707 2,833 

繰延税金資産 525 528 

その他 384 555 

流動資産合計 24,966 25,933 

固定資産    

有形固定資産    

建物及び構築物 26,162 25,182 

減価償却累計額 △20,749 △20,144 

建物及び構築物（純額） 5,412 5,037 

機械装置及び運搬具 61,815 61,561 

減価償却累計額 △58,538 △58,333 

機械装置及び運搬具（純額） 3,276 3,227 

工具、器具及び備品 11,784 11,871 

減価償却累計額 △10,768 △10,794 

工具、器具及び備品（純額） 1,016 1,077 

その他 501 683 

有形固定資産合計 10,207 10,026 

無形固定資産 121 152 

投資その他の資産    

投資有価証券 403 399 

繰延税金資産 85 77 

退職給付に係る資産 808 － 

その他 583 808 

貸倒引当金 △1 △1 

投資その他の資産合計 1,879 1,283 

固定資産合計 12,208 11,461 

資産合計 37,174 37,395 
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    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(平成26年３月31日) 
当第１四半期連結会計期間 

(平成26年６月30日) 

負債の部    

流動負債    

支払手形及び買掛金 4,008 4,323 

短期借入金 8,601 7,593 

1年内返済予定の長期借入金 1,232 1,248 

未払法人税等 240 69 

役員賞与引当金 20 － 

その他 3,796 4,158 

流動負債合計 17,900 17,392 

固定負債    

長期借入金 5,570 5,583 

繰延税金負債 273 266 

退職給付に係る負債 5,343 7,010 

環境対策引当金 19 19 

資産除去債務 53 53 

その他 559 735 

固定負債合計 11,819 13,668 

負債合計 29,719 31,061 

純資産の部    

株主資本    

資本金 5,220 5,220 

資本剰余金 5,223 5,223 

利益剰余金 △2,865 △3,950 

自己株式 △3 △4 

株主資本合計 7,574 6,489 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 164 160 

為替換算調整勘定 △512 △556 

退職給付に係る調整累計額 228 240 

その他の包括利益累計額合計 △119 △155 

純資産合計 7,455 6,334 

負債純資産合計 37,174 37,395 

 

- 5 -



（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

（四半期連結損益計算書）

（第１四半期連結累計期間）

    （単位：百万円） 

 
前第１四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 

 至 平成25年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成26年６月30日) 

売上高 9,702 10,293 

売上原価 7,681 8,079 

売上総利益 2,021 2,214 

販売費及び一般管理費    

給料及び手当 661 721 

退職給付費用 42 31 

開発研究費 327 270 

その他 552 596 

販売費及び一般管理費合計 1,583 1,619 

営業利益 437 595 

営業外収益    

受取利息 0 0 

受取配当金 2 3 

為替差益 63 － 

屑売却益 17 21 

受取賃貸料 4 23 

その他 5 6 

営業外収益合計 93 54 

営業外費用    

支払利息 51 32 

為替差損 － 14 

その他 9 9 

営業外費用合計 60 56 

経常利益 470 593 

特別利益    

固定資産売却益 1 947 

投資有価証券売却益 0 － 

特別利益合計 1 947 

特別損失    

固定資産除却損 0 5 

固定資産売却損 － 0 

投資有価証券評価損 0 0 

特別損失合計 0 5 

税金等調整前四半期純利益 470 1,536 

法人税、住民税及び事業税 25 50 

法人税等調整額 △16 △18 

法人税等合計 9 32 

少数株主損益調整前四半期純利益 461 1,503 

少数株主利益 － － 

四半期純利益 461 1,503 
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（四半期連結包括利益計算書）

（第１四半期連結累計期間）

    （単位：百万円） 

 
前第１四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 

 至 平成25年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成26年６月30日) 

少数株主損益調整前四半期純利益 461 1,503 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 28 △3 

為替換算調整勘定 36 △44 

退職給付に係る調整額 － 11 

その他の包括利益合計 64 △35 

四半期包括利益 525 1,467 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 525 1,467 

少数株主に係る四半期包括利益 － － 
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

 該当事項はありません。

 

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

 該当事項はありません。

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間（自 平成25年４月１日 至 平成25年６月30日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

          （単位：百万円） 

  報告セグメント 

合計 
調整額 

（注１） 

四半期連結損益 
計算書計上額 
（注２）  

マイクロ波
管・周辺機器 

マイクロ波
応用製品 

電子デバイス 

売上高            

外部顧客への売上高 610 765 8,326 9,702 － 9,702 

セグメント利益 151 89 558 799 △361 437 

（注）１ セグメント利益の調整額の金額△361百万円は、報告セグメントに帰属しない四半期連結財務諸表提出会社

の一般管理費であります。

２ セグメント利益の合計とセグメント利益の調整額との合計が、四半期連結損益計算書の営業利益でありま

す。

 

当第１四半期連結累計期間（自 平成26年４月１日 至 平成26年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

          （単位：百万円） 

  報告セグメント 

合計 
調整額 

（注１） 

四半期連結損益 
計算書計上額 
（注２）  

マイクロ波
管・周辺機器 

マイクロ波
応用製品 

電子デバイス 

売上高            

外部顧客への売上高 661 611 9,021 10,293 － 10,293 

セグメント利益 1 68 904 974 △379 595 

（注）１ セグメント利益の調整額の金額△379百万円は、報告セグメントに帰属しない四半期連結財務諸表提出会社

の一般管理費であります。

２ セグメント利益の合計とセグメント利益の調整額との合計が、四半期連結損益計算書の営業利益でありま

す。

 

２．報告セグメントの変更等に関する事項

（セグメント名称の変更）

 当第１四半期連結会計期間より、製品ラインナップの拡大のため、従来の「半導体」から「電子デバイ

ス」へとセグメント名称を変更しておりますが、セグメント名称変更によるセグメント情報に与える影響

はありません。

 

（退職給付に関する会計基準等の適用）

 「２．サマリー情報（注記事項）に関する事項（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再

表示」に記載のとおり、退職給付に関する会計基準等を適用しております。

 この結果、従来の方法によった場合と比較して、当第１四半期連結累計期間のセグメント利益が、「マ

イクロ波管・周辺機器」で０百万円、「マイクロ波応用製品」で０百万円増加し、「電子デバイス」で14

百万円減少しており、セグメント利益の調整額が０百万円減少しております。

 

（重要な後発事象）

 該当事項はありません。

以上
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